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市民・消防委員会資料 
平成２３年３月１１日 

市  民  局 

 
「横浜市人権施策基本指針（改訂版）」素案について 

 

 「横浜市人権施策基本指針」は、人権尊重を市政の基調とし、横浜市のあらゆる施策・ 

事業を人権の視点を持って推進するため、その基本姿勢、取組課題、施策の方向性を明ら 

かにするものとして、平成 10 年 12 月に策定しました。 

 策定から 12 年が経過したため、改訂します。改訂にあたっては、様々な人権問題に取 

り組む 46 の団体へのヒアリング（平成 22 年 7 月～10 月実施）、「人権に関する市民意識調 

査」（平成 22 年 7 月実施）の結果を踏まえ、検討してきました。 

 

１ 基本的な考え方 

 
      指針策定以降、今日に至るまでの間の国の人権に関する法整備等や、またそれを受け

た本市の取組に対応し、必要な修正を行います。 

 改訂は、現行「指針」の骨子は生かし、記述等の見直し・時点修正を行います。 
 

２ 素案の構成 

 
第 1章  指針の改訂について 

第 2章  人権問題についての基本認識 

第 3章  人権施策推進の考え方 

第 4章  様々な人権課題への取組 

第 5章  人権施策推進のための取組 

第 6章  市民・地域団体・事業者・マスメディアの皆さんに期待すること 

結びにかえて 

 

素案の構成（※：新たな記述部分・頁は素案本文） 各章の主な内容等 

第 1章 指針の改訂について（P.1～2） 

1  指針策定の背景 

2  指針の改訂にあたって 

3  指針の位置づけ 

(1)指針がめざすもの 

 

(2)横浜市の取組 

 

 

(3)市民の皆さんとの協働 

※4 指針の見直しについて 

 

・現行指針策定の背景及び、今回改訂を行う

理由について記載 

 

 

・「一人ひとりの市民が互いに人権を尊重しあ

い、ともに生きる社会」の実現を目指す 
・人権尊重の視点から施策・事業を実施 
・人権問題に取り組む市民団体・ＮＰＯ等と

の意見交換の実施 
・社会全体の協働の取組を提唱 

・指針の充実を図るため、５年を目途に改訂

を実施 



 2

素案の構成（※：新たな記述部分・頁は素案本文） 各章の主な内容等 

第 2章 人権問題についての基本認識 

（P.3～6）

 

1  人権をめぐる国際社会の取組 

 

2 人権をめぐる国内の取組 

 

3 人権の基本的考え方 

(1)個人の尊厳と可能性の発揮 

(2)相互の人権の尊重 

4 人権問題に対する現状認識 

(1)人権問題の現状と課題 

 

 

  

 

 

 

(2)偏見や差別の要因 

※5 互いの尊厳を尊重しあう社会の実現

に向けて   

(1）｢人権問題を解決する｣とは 

(2)多様な力を発揮し合い、支え合う社

会へ 

・人権をめぐる国内外の動向、実現すべき社

会のあり方などについて記載 

 

・人権に関する各種の国際条約、国際年の取

組等について 

・ 人権に関する法整備面等の取組について 

 

 

 

 

・本年度実施した「人権に関する市民意識調

査」における「関心のある人権問題について」

の結果（上位 5位） 

①障害者の人権問題 

②子どもの人権問題 

③高齢者の人権問題 

④女性の人権問題 

 ⑤インターネット上での人権問題 

 

  

  

・公平公正な社会の実現に向けた営み 

・差別、偏見、排除ではなく、支えあう社会

を目指す 

第 3章 人権施策推進の考え方（P.7～10）

 

 

1  基本姿勢 

(1)人権尊重を基調とした市政 

(2)差別を受けている人々の立場にたつ

(3)市政を担う職員の人権感覚の研さん

※(4)地域社会全体の取組とするために 

2  取組に向けた視点 

(1)人権問題への理解を深めるために 

(2)人権問題の取組を推進するために 

･横浜市が人権施策を推進していく上で、横浜

市職員の持つべき基本姿勢について記載 

 

 

 

 

 

 

 

・職員一人ひとりの取組の視点 

・業務における取組の視点 

第 4章 様々な人権課題への取組 

（P.11～27）

 ○女性（P.11～12）     

 

 ○子ども（P.12～13）  

 

 ○高齢者（P.13～15）    

 

・個別の人権課題について取組の考え方など

を記述 

・「第 3 次男女共同参画行動計画」「ＤＶ施策

に関する基本方針及び行動計画」 

・「かがやけ横浜こども青少年プラン」、人権

教育の推進、児童虐待の対応強化 

･「横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業

計画」、虐待防止の取組等 

《補足》認知症について 
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素案の構成（※：新たな記述部分・頁は素案本文） 各章の主な内容等 

 ○障害児・者（P.15～17） 

 

 

 

 

○同和問題（P.17～18）   

 

 ○外国人（P.18～19） 

  

○疾病（P.19～20）     

 

 ○職業差別（P.20～21） 

 

※○ホームレス（P.21～22） 

 

※○性的少数者（P.22～23） 

 

※○自死・自死遺族（P.23～24） 

 

※○インターネット等による人権侵害 

（P.24～25）

※○様々な課題（アイヌ民族・拉致被害者

等・犯罪被害者等・刑を終えて出所

した人・人身取引）（P.26～27） 

･「横浜市障害者プラン(第 2期)」、障害児支

援の取組等 

 《補足》精神障害について 

 《補足》発達障害について 

 《補足》高次脳機能障害について 

・同和問題の現状、22 年度市民意識調査の結

果等 

･｢ヨコハマ国際まちづくり指針｣、多文化共生

社会の推進 

・ 感染症、難病、精神疾患の正しい理解につ

いての啓発等 

･職業に関わる差別偏見の解消に向けた取組 

 

・「横浜市ホームレスの自立の支援等に関する

実施計画」 

・性同一性障害、同性愛、性分化疾患の理解

について 

・自殺予防、自死遺族支援に向けた総合的な

施策の推進について 

・インターネット利用に関わる人権侵害の防

止に向けた啓発等 

・それぞれの課題について啓発、当事者支援

等の取組について 

第 5章 人権施策推進のための取組 

（P.28～38）

 

 1 啓発・教育・研修の推進 

(1)啓発 

(2)教育 

(3)研修 

  

2 調査・現状把握 

(1)調査と現状把握 

 

 3 権利擁護システムの構築 

(1)権利擁護 

(2)法令等の点検 

(3)相談 

 (4)人権とプライバシー 

 4 人権ネットワークの形成 

(1)ネットワークづくり 

 

 

･人権課題の解決に向け、共通して必要な取組

についての方向性及び取組の考え方等につい

て記載 

 

・様々な手法による啓発の推進等 

・人権教育の推進等 

・市職員、教職員、事業者等の人権研修の取

組 

                    

・事業アンケート、当事者との意見交換、市

民意識調査の実施 

 

・成年後見制度、虐待防止の取組等 

・人権の視点からの点検、改善 

・相談体制の充実、人材育成、研修等 

・プライバシーの保護、早期の情報提供 

・社会全体の取組とするため、人権関係団体、

ＮＰＯ等との協働を推進 
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素案の構成（※：新たな記述部分・頁は素案本文） 各章の主な内容等 

※  H22 人権に関する市民意識調査結果 

（P.39～40）

 

 

・人権に関する市民意識調査結果では約 6割

の方が「差別をされた経験」があると答え、

最も多かった差別の内容は「学歴・出身校」

による差別 

第 6 章 市民・地域団体・事業者・マスメ

ディアの皆さんに期待すること 

             （P.41～43）

 1 市民の皆さんに期待すること 

(1)積極的な自己啓発 

(2)当事者とのふれあい 

(3)グループ等による自主的な活動 

 (4)日常生活での実践 

 2 地域団体の皆さんに期待すること 

(1)研修・啓発の取組 

(2)当事者の参画の促進 

(3)地域としての取組 

 3 事業者の皆さんに期待すること 

(1)就職差別の解消 

(2)誰もが働きやすい職場づくり 

 

(3)地域社会の一員としての企業 

 4 マスメディアの皆さんに期待するこ

と 

(1)人権問題への積極的なアプローチ 

(2)人権上の配慮 

(3)人権研修の取組 

･市民・地域団体・事業者・マスメディアにお

ける人権問題に対する積極的な取組への期待

を記載 

 

 

 

 

 

 

 

・地域福祉計画策定等への当事者の参画 

・地域社会における人権意識の向上 

 

・公正な採用選考等の取組 

・セクシュアル･ハラスメント、パワー・ハラ

スメントの防止 

 

※ 結びにかえて（P.44） 
･本指針の活用の呼びかけ及び、当事者へのエ

ール 

 

３ 今後の予定 
 
(1) 素案（音声版・点字版・ルビ付き版）の作成  ３月中旬～４月下旬 

(2) パブリックコメントの実施          ５月上旬～６月上旬 

(3) 原案の取りまとめ              ７月  ～８月 

(4) 市会常任委員会への原案報告         ９月 

(5) 公表                   １０月 
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